
別紙4

業務従事者配置計画　※特記仕様書添付用

※事業実施年数や業務従事者数に合わせて、適宜表を増減してご使用ください。

日数

合計

人月

合計

全体事業期間：　　年　月～　　年　月

担当者名

(担当分野)

【居住地】

業務内容

（活動番号）

活　動　時　期　・　日　数
業務従事日数

リソースとする団体

リクルート方法

20●●年度 20●●年度 20●●年度

4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 7 8 9 1011 12 1 2 3 4 11 12 1 2

現地業務

5 6

現地業務

0 0.00

国内業務 0 0.00

現地業務

0 0.00

国内業務 0 0.00

0 0.00

国内業務 0 0.00

現地業務 0 0.00

国内業務 0 0.00

国内業務扱い

（居住地での業務）

現地業務扱い

（出張での業務）

以下、海外在住者記入欄

現地業務扱い

(日本での業務)
0 0.00

0 0.00

0 0.00

現地業務は   　　　　　で示す

国内業務は   　　　　　で示す

注1：人月の計算方法：現地業務で拘束日数を人・月に換算する場合は、拘束日30日を1.0人・月とします。

　　  国内業務実働日数を人・月に換算する場合は、稼働日20日を1.0人・月とします。

        ただし、業務従事者が海外に居住している場合、業務地が自宅から通勤範囲内であれば「国内業務」扱いとして稼働日20日を1.0人・月とします。

　　  業務地が自宅からの通勤範囲外で出張となる場合には、「現地業務」扱いとして拘束日30日を1.0人・月で計上してください。

  　　なお、現地業務、国内業務とも、小数点以下第３位を四捨五入し、小数点以下第2位まで記載してください。

注2：提案団体以外からリクルートする人員については担当分野のみを記載し、氏名を記載する必要はありません。     

注3：直接経費にて傭上する人員（現地業務補助員や通訳等）は、本様式に記載する必要はありません。

　　  他方、本事業の業務従事者として担当分野がある人員は、直接人件費の計上有無に関わらず、本様式に記載してください。

注4：本様式に記載された「業務従事者」は、すべからくJICA の安全対策措置を遵守いただく必要がある旨、ご了解ください。

本様式は、契約にあたり業務従事日数及び直接人件費の算出根拠を詳細に確認するためのものです。そのため、応募時に作成いただいた「業
務従事者配置計画」よりも精緻な計画を記載いただく様式にしています。また、海外在住の業務従事者については記入方法が異なりますので、
以下の記入例と併せて、「草の根技術協力事業に係る経理処理ガイドライン」の直接人件費に関する説明もご確認のうえ記載ください。



別紙4（記入例）

業務従事者配置計画　※特記仕様書添付用

※事業実施年数や業務従事者数に合わせて、適宜表を増減してご使用ください。

日数

合計

人月

合計

7 5 5 5

14 1414 14 14 14 14

20

14 14 14 14 14 1414 14 14

20

14 14 1414 14

注2：提案団体以外からリクルートする人員については担当分野のみを記載し、氏名を記載する必要はありません。     

注3：直接経費にて傭上する人員（現地業務補助員や通訳等）は、本様式に記載する必要はありません。

　　  他方、本事業の業務従事者として担当分野がある人員は、直接人件費の計上有無に関わらず、本様式に記載してください。

注4：本様式に記載された「業務従事者」は、すべからくJICA の安全対策措置を遵守いただく必要がある旨、ご了解ください。

以下、海外在住者記入欄

35 14 14 14

10

現地業務扱い

(日本での業務)
20 0.67

20

現地業務は   　　　　　で示す

国内業務は   　　　　　で示す

注1：人月の計算方法：現地業務で拘束日数を人・月に換算する場合は、拘束日30日を1.0人・月とします。

　　  国内業務実働日数を人・月に換算する場合は、稼働日20日を1.0人・月とします。

        ただし、業務従事者が海外に居住している場合、業務地が自宅から通勤範囲内であれば「国内業務」扱いとして稼働日20日を1.0人・月とします。

　　  業務地が自宅からの通勤範囲外で出張となる場合には、「現地業務」扱いとして拘束日30日を1.0人・月で計上してください。

  　　なお、現地業務、国内業務とも、小数点以下第３位を四捨五入し、小数点以下第2位まで記載してください。

14 14 14

50 1.67

NPO法人○○

職員

国内業務扱い

（居住地での業務）
413 20.65

40 10 10 10 21

○○　○○

（サブプロジェクトマ

ネージャー）

【○○国△△県】

プロジェクトマネー

ジャーの補佐、現場の

運営・管理

現地業務扱い

（出張での業務）

10 10 40 10 10 10

○○　○○

（国内調整員）

【埼玉県】

日本でのプロジェクト

運営・管理補助、資機

材調達、報告会運営、

経理・報告・連絡等

現地業務 0 0.00
NPO法人○○

職員
国内業務 191 9.55

10

26

92 3.07

△△大学

国内業務 0 0.00

（コミュニティ開発・研

修専門家）

【○○県】

●●●

（活動1-3,3-3,3-4）

現地業務
20 20 26

96 3.20

●●大学

国内業務 0 0.00

（調査専門家）

【長野県】

●●●

（活動1-1,1-2）

現地業務
31 30 35

12.70
NPO法人○○

職員
国内業務 68 3.40

15 10 21

62 35 30 62 35

381○○　○○

（プロジェクトマネー

ジャー）

【東京都】

プロジェクト全体の運

営・管理、資機材調

達、契約、経理等）

現地業務
15 112 30

10 11 12 1 210 11 12 1 4 5 6 7 8 934 5 6 7 8 911 12 1 2 3 25 6 7 8 9 10

全体事業期間：2021年4月～2023年2月

担当者名

(担当分野)

【居住地】

業務内容

（活動番号）

活　動　時　期　・　日　数
業務従事日数

リソースとする団体

リクルート方法

2021年度 2022年度 2023年度

4

各期間の業務従事日数を欄内に記載してください。
（「現地業務」扱いは拘束日数、「国内業務」扱いは稼働日数）

PDMや活動計画と合わせる形で従事する活動内容
（及びカッコ内に活動番号）を記載。その他必要な業
務も記載ください。

居住地とは、当人の生活の拠点がある場所を指します。
日本在住者と海外在住者では従事人月の取扱いが異なるため、
海外在住者は一番下の「海外在住者記入欄」に記載ください。

従事時期は月の上旬・中旬・下旬単位で記載。

上段に現地業務日数、下段に国内業務日数を、
右段にはそれぞれ人月を記入。
（本様式には計算式が入っています）

担当する業務の内容を明記してください。

海外在住の業務従事者につきましては、居住地から通勤可能な範囲で業務を行う場

合は「国内業務」扱いとなり、稼働日20日が1.0人月になります。出張を伴う場所で業

務を行う場合は「現地業務」扱いとなり、拘束日30日が1.0人月になります。
なお、以下のような場合も「現地業務」扱い（拘束日30日が1.0人月）となりますので、
ご注意ください。
・事業対象国内在住の方の対象国内での出張

・日本への出張

本様式は、契約にあたり業務従事日数及び直接人件費の算出根拠を詳細に確認するためのものです。そのため、応募時に作成いただいた「業
務従事者配置計画」よりも精緻な計画を記載いただく様式にしています。また、海外在住の業務従事者については記入方法が異なりますので、
以下の記入例と併せて、「草の根技術協力事業に係る経理処理ガイドライン」の直接人件費に関する説明もご確認のうえ記載ください。

海外在住の業務従事者の場合、日本での業務は「出張での業務」とな

るため、ここは黒線（現地業務扱い）で示してください。


